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則に従わなければならない。社会医療法人財務諸表規則によれば、先述した他の医療法人同様の財
務諸表の他、純資産変動計算書、キャッシュフロー計算書、附属明細表を加えなければならない。
さらに、公認会計士または監査法人の監査報告書が求められる20）。公認会計士の監査は、この社会
医療法人債を発行する社会医療法人に限られるもので、監査対象は財産目録、貸借対照表、損益計
算書に限られる21）。他の医療法人では監事を必ず置き、事業報告書等のすべてを監査対象とする。 
事業報告書等の都道府県知事への届出期間は、改正前には会計年度修了後２カ月以内であったが、
改正後は３カ月以内になった。これは監査期間を考慮しての変更といえる。届出制度は以前から
あったが、医療法改正によって閲覧制度が付加された。従来の閲覧対象者は債権者のみであった。
改正により、社員もしくは評議員も閲覧対象者に加わり、一般の人も都道府県知事に請求すれば、
閲覧できるようになった22）。より透明性が高められたということができ、患者にとっては、事業報
告書等の情報から、医療法人の安全管理等のチェックも可能となる23）。 
財務諸表の様式は、財務諸表規則に従えばよいわけだが、先述したように社会医療法人債を発行
する社会医療法人だけを対象としたものしか存在しない。そのため、その他の大半の医療法人に対
しては、厚生労働省医政局指導課長通知によって様式が示された。 
財産目録は様式２により、土地・建物は所有か貸借かを別途記載し、流動資産・固定資産の内訳
記載は必要ない24）。貸借対照表については、経過措置型医療法人の病院等開設医療法人は様式３－
２、診療所開設医療法人は様式３－４、新法の病院等開設医療法人は様式３－125）、診療所開設医
療法人は様式３－３による。診療所開設医療法人は病院等開設医療法人に比べて規模が小さいため、
小科目の記載は省略されている26）。様式３－２及び３－４は、持分ありの医療法人であるため、持
分なしの医療法人用の様式３－１及び３－３と比べて、特に純資産の部において違いがみられる。
持分ありの様式３－２及び３－４における純資産の部は、資本金、資本剰余金、利益剰余金27）、評
価換算差額等28）に区分されている。持分ありの医療法人では出資概念があるため、社員が出資し
た金額が資本金として計上される。これに対して、持分なしの医療法人用の様式３－１及び３－３
における純資産の部には、資本金はなく、基金の区分がある29）。 
医療法人の会計は、一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うこととされているが30）、病院
を対象とした病院会計準則があるにもかかわらず、医療法人の会計基準は制定されてこなかった。
一般に公正妥当と認められる会計を企業会計とするならば、医療法人会計は企業会計の慣行を適用
することになる。しかし、今回の社会医療法人財務諸表規則の設定は、医療法人の独自性を少しで
も表そうとした努力として、一定の評価を与えたい。 
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おわりに 
第五次医療法改正のうち、本稿では医療法人制度を中心に述べてきた。例えば、持分ありの社団
医療法人は当分の間、経過措置型医療法人として存続すること。今後新設される医療法人はすべて
持分なしの医療法人とすること。基金拠出型法人と社会医療法人が新設されたこと。財務諸表規則
として、社会医療法人債を発行する社会医療法人を対象としたものが始めて設定されたこと。こう
した点について要点を整理しながら、若干の考察を加えた。 
医療法改正では医療法人制度改革以外についても、いくつかの改革が図られた。2007年３月30日、
厚生労働省は医療法改正に伴う省令、通知等を示している31）。そこでは、自己資本比率の資産要件
を撤廃し32）、単に、業務を行うために必要な施設、設備または資金を有しなければならない、とし
た。これまでの医療法人は施設や設備を所有することが多かったが、今後は、賃貸借契約による医
療法人の経営形態が増える可能性もある。新たに医療法人を設立する場合の目安として、２ヵ月以
上の運転資金を有していることが望ましい。 
通知では2007年度末（2008年３月）までに定款変更も求めている。当分の間変更が必要でない部
分や変更が任意の部分もあるが、監事の職務や社員総会の議長等については必ず変更が必要であ
る33）。 
広告規制緩和として、包括規定方式の導入による広告可能な範囲を拡大し、客観的事実であるこ
とが証明できない広告等は禁止した。また、医療の情報提供として、年１回以上、都道府県に必要
な情報の届け出を義務化し、入院診療計画書の交付を義務化した。入院診療計画書を交付し、患者
や家族に説明することは、既に診療報酬上義務化されている。これを医療法上でも義務づけるとい
うのは、怠れば法律違反になるため、インフォームドコンセントの観点からも、より患者の立場を
重視したものといえる34）。患者の側からは診療の手順、検査や手術の目的、いつごろ退院できるの
かといったことの説明を十分に求めるべきである。 
改正医療法が施行された2007年４月以降も、医療制度改革をめぐる動きは多々みられる。５月21
日、厚生労働省は医道審議会医道分科会診療科名標榜部会に対し、標榜診療科の表記の見直しに関
するたたき台を提出し、総合科を新設する案を示した35）。現行の標榜診療科は、患者にとって不都
合な点も多いといえる36）。腰部が突然腫れて痛む場合、捻挫・打撲・骨折ならば接骨院に行くであ
ろう。しかし、主な外傷が思い当たらない場合、皮膚科なのか、内科や外科なのか、判断に迷うこ
とがある。したがって、見直しは必要であるが、単に総合科を新設するというのは理解し難い37）。 
５月15日には、柳澤伯夫厚生労働大臣から提出された「医療・介護サービスの質向上・効率化プ
ログラム」を経済財政諮問会議が了承し、６月19日に同諮問会議は「骨太の方針2007」を答申して
いる38）。そこでは、診療報酬包括払いの推進、ＤＰＣ対象病院の拡大39）、後発医薬品の使用促進40）
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等が盛り込まれている。後発医薬品への変更は診療報酬でも評価され、処方せんに変更可のチェッ
ク欄も設けられたが、それほど普及していない41）。先発医薬品と後発医薬品とは「同一」ではなく
「同等」である42）。同等の意味や副作用等、患者は十分な情報をもっていないため、そのための情
報提供も望みたい。アメリカでは後発医薬品への切り替えに慎重な立場の見解も示されている43）。 
医療制度改革の動きに注目しながら、75歳以上の新医療制度や療養病床の削減といった重要な課
題については、別の機会に検討したい。 
 
<注> 
１）、総務省の2005年度調査によれば、都道府県別人口１人当たりの地方税（全国平均を100として）は、１位
東京（178.8）、２位愛知（124.5）で、景気回復の恩恵で地方税収も順調な大都市圏が上位に入っている。
一方、下位は沖縄（56.6）、長崎（63.5）、宮崎（64.9）、青森（65.4）、高知（66.2）と地方が低くなっ
ている。１位東京と最下位沖縄とでは3.2倍の格差がある。税収の多い自治体と少ない自治体の格差を縮
小するため、税収の程度によって配分してきた地方交付税は近年、減少傾向にある。また、地方税の中
でも、法人事業税及び法人住民税といった、企業数で税収に差がつく法人２税が、格差拡大の大きな要
因になっている。 
２）、2006年４月の医師会会長選挙は、大幅な診療報酬の引き下げを行った医療改革に対する不満から、大き
く紛糾した。現会長を推した武見敬三氏は今回の参議院選挙では約19万票で落選したが、2001年の選挙
に比べて約４万票も減らしている。近畿２府３県（大阪、京都、滋賀、奈良、和歌山）の組織は武見氏
の推薦を見送った。一方、茨城県医連は国民新党の自見庄三郎氏を推薦した。日本医師会の政治団体
「日本医師連盟」の集票力は明らかに衰えており、このことは医療制度改革と強く関連している。 
３）、医療法第54条では、「医療法人は、剰余金の配当をしてはならない。」とある。 
４）、旧医療法第56条第1項「定款または寄付行為の定めるところにより、その帰属すべき者に帰属する」とあ
る。モデル定款では、払込出資額に応じて分配するものと規定されている。 
５）、剰余金や解散時の残余財産の分配を行えば、相続税が課せられる。相続税や返還請求額が多額になれば、
医療法人の存続性の確保は難しくなり、訴訟問題にもなりかねない。財産権の矛盾は、株式会社参入論
の論拠ともなっていた。 
６）、改正医療法第45条第４項、改正医療法施行規則第31条の２。 
７）、持分ありの社団医療法人は経過措置型医療法人として、2007年３月31日までに申請した場合、改正医療
法附則第10条第２項により、当分の間存続されることとなった。当分の間の解釈については、いまのと
ころ明示されていないため、法人が解散するまでと考えてよかろう。 
８）、医療法施行規則第30条の37。 
９）、基金については「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（2006年６月２日法律第48号）の定めに
準ずる。 
10）、救急医療等確保事業とは、都道府県の医療計画に定められる、①救急医療、②災害時における医療、③
へき地の医療、④周産期医療、⑤小児医療等をいう。 
11）、ただし、複数の都道府県で病院等を開設している場合、各都道府県で救急医療等確保事業を行っている
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ことが求められる。 
12）、社会医療法人の認定要件としては、次のようなことがある。 
①役員、社員等に占める親族等が３分の１以下であること。 
②救急医療等確保事業を実施していること。 
③定款または寄付行為において、解散時の残余財産を国、地方公共団体または他の社会医療法人に帰属
させる旨を定めていること。 
13）、特定医療法人もしくは特別医療法人であることを参加資格として、2005年２月に特定・特別医療法人の
会が設立された。その時点では約70法人が参加した。その後、2006年１月に社会医療法人協議会と名称
を変更し、約160法人が会員となっている。 
14）、社会医療法人協議会代表幹事の竹内實氏は、インタビューの中で、「30億円の公募債を年３％の金利で発
行したら、元本は償還時に払えばよいので、それまでの間は年に利子分の9000万円だけ払っていけばい
い。しかも金利は経費で落とせるので、資金繰りで無理をしなくても済みます。さらに、もし償還の期
日までに償還分を全額用意できない場合には、再び公募債を発行して足りない分を調達して償還に充て
ることもできる。建て替えることで診療機能の強化も図れるし、さらに社会医療法人に認められた収益
事業により収入はアップし、建物の新築で減価償却も増えるのでキャシュフローは潤沢にになる。とい
う好循環にもっていけば理想的ですね。」とし、銀行からの融資に比べて公募債のメリットは大きいと考
えている。また、「今後、社会医療法人で力のあるところが、経営不振の自治体病院を引き受け、地域の
医療提供体制の中で中心的な役割を担うことになっていくと思う。」と、自治体の受け皿となるメリット
も指摘している（『日経ヘルスケア』日経ＢＰ社、2006年12月、42-43頁）。 
15）、監事の職務に関しては、具体的に以下の点が明示された。 
①業務の監査、②財産の状況の監査、③監事監査報告書を会計年度終了後３カ月以内に提出、④不正行
為等を発見した場合の報告義務、⑤報告のための社員総会の招集、⑥財団医療法人においては評議員会
の招集の請求、⑦業務または財産についての意見陳述等である。 
16）、例えば、以下のような点を定めた。 
①定時社員総会の招集権者を理事長と明記、②臨時社員総会の招集権者を理事長と明記、③社員総会の
議長選任や議決方法の明確化、④総社員の５分の１以上の請求による臨時社員総会の招集、⑤社員の議
決権について１人１票の明確等である。 
17）、医療法第51条第1項及び医療法施行規則第33条第１項。 
18）、医政指発第0330003号厚生労働省医政局指導課長通知。 
19）、医療法第51条第２項。 
20）、公認会計士監査に付する事業報告書等については、医療法第51条第３項及び医療法施行規則第33条第３
項による。 
21）、一定金額以上の社会医療法人債を発行する場合には、金融商品取引法上の公認会計士監査が必要とされ、
その監査対象は貸借対照表、損益計算書、純資産変動計画書、キャッシュフロー計算書、附属明細表と
なる。 
22）、一般の者から閲覧請求があった場合、都道府県知事は過去３年間分についての閲覧に供しなければなら
ない。 
23）、医療法人の各事務所における閲覧の対象と仕組みについては、医療法第51条の２を、所轄庁に対する届
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出と所轄庁における閲覧の対象と仕組みについては、医療法第52条及び医療法施行規則第33の２を参照。 
24）、社会医療法人財務諸表規則の様式第１号が簡略化されている。 
25）、社会医療法人財務諸表規則の様式第２号に準じているが、社会医療法人債は発行できないため、それに
代わって医療機関債が記載されている。 
26）、様式３－３は様式３－１を簡略化したもので、様式３－４は様式３－２を簡略化したものになっている。
つまり、小科目の記載は省略されている。 
27）、利益剰余金は当期純利益の累計額である。利益剰余金は積立金と繰越利益剰余金に分けられているが、
積立金として細区分する内容については法人毎に考える必要がある。 
28）、これは有価証券の時価評価に伴う評価差額について、直接計上するものと解される。 
29）、様式３－１及び３－３には、基金とは別に、代替基金の区分がある。基金が返還された場合に、その返
還額と同額を繰越利益剰余金から代替基金に振り替えるものと考える。 
30）、医療法第50の２。 
31）、医療法改正の主な要点としては、以下のものが挙げられる。 
医療法人制度に関連することとして、 
①自己資本比率規制の廃止。 
②社会医療法人の認定要件である救急医療等確保事業は、同一都道府県内に複数の医療機関がある医療
法人の場合、１カ所以上での救急医療の実施で可とする。 
③社会医療法人の収益業務の範囲は、従来の特別医療法人と同様、日本標準産業分類に示される13業務
とする。（これにより、不動産売買や金融業務を除いた多くの事業が可能になった。） 
④医療法人は付帯業務として有料老人ホームを直接経営できることとした。（2007年４月から。） 
広告規制緩和として、 
①包括規定方式の導入による広告可能な範囲を拡大した。 
②客観的事実であることが証明できない広告は禁止した。 
医療の情報提供として、 
①年１回以上、都道府県に必要な情報の届け出を義務化した。（都道府県はこれを公開しなければならな
い。） 
②病院・診療所に、患者と家族に対する入院治療計画書の交付を義務化した。（原則として、患者が入院
してから７日以内に、同計画書を作成し、交付し、説明しなければならない。なお、退院療養計画書
の交付は努力規定とした。） 
32）、従来、医療法人の資産要件として、20％以上の自己資本比率があった。特別医療法人では30％以上。こ
の資産要件を廃止した。 
33）、医療法人の定款変更の主な内容は次の通りである。 
監事の職務として、監査報告書の作成と提出を定める（改正前は、民法第59条に規定する職務であった）。
社員総会の議長は、総会で選出すること（改正前は理事長だった）。会計年度終了後２ヵ月以内に事業報
告書等を作成すること（改正前は、規定がなかった）。会計年度終了後３カ月以内に事業報告書等を提出
すること（改正前は２カ月以内だった）。なお、2008年度以降、都道府県は各医療法人の財務諸表等の過
去３年分を閲覧請求できる。 
34）、入院診療計画書には、担当する医師名、入院の原因となった傷病名及び主要な症状、入院中に行われる
経営論集 第71号（2008年３月) 
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検査・手術・投薬・その他の治療等に関する計画等が記載される。 
なお、退院時の退院療養計画書の交付は努力規定とした。 
35）、たたき台では綜合科の医師に求められる能力として、内科、小児科を中心とした幅広い領域での総合的
かつ高度な診断能力、さらに、患者の状態に合わせた医療の選定等、予防から治療、リハビリに至る過
程で、継続的に地域の医療資源を活用できる能力を挙げている。 
36）、現行の標榜診療科は、内科、外科、小児科、消化器科、呼吸器科といった33診療科に限られている。 
37）、総合科の医師に求められる能力を身に付けるような教育をどのようにするのか、総合科を許可する場合、
審査の基準をどうするのか、また、審査の方法をどうするのか等、検討すべき点が多数ある。診療範囲
も明確ではない。総合科の新設に当たっては、これらの点について十分に検討したうえで、慎重な態度
で臨んで欲しい。 
38）、同方針とは、「経済財政改革の基本方針2007－「美しい国へのシナリオ」－」のことを指す。 
39）、ＤＰＣ対象病院は2006年度で360施設ある。これを2012年までに1000施設に拡大しようとしている。 
40）、後発医薬品への数量ベースのシェアは2004年度で16.8％。これを2012年までに30％以上にしようとして
いる。 
41）、日本薬剤師会は、2006年8月、後発医薬品の使用状況に関するアンケート調査の速報値を発表している。
それによれば、変更可の処方せんは18％台となっている。 
42）、生物学的に同等であるということは、専門的なので詳細には述べられないが、先発医薬品と後発医薬品
を個々に投与した場合、それぞれの最高血中濃度や血中濃度時間曲線下面積等の比較によって、統計学
的に同等であるかどうかの判断をする。 
43）、アメリカ神経学会（ＡＡＮ）は、抗てんかん薬（ＡＥＤ）の後発医薬品への変更には、患者と医師の同
意が不可欠であるとの慎重な立場を表明した。（Neurology，No.68，2007年４月、PP.1245-1250） 
 
（2007年12月３日受理） 
 
